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第一期中期目標と第二期中期目標・計画（原案） 

第一期中期目標 第二期中期目標（原案） 
● 第一期中期目標からの変更点 

★ 第二期中期目標（法人素案）の大学調整室修正点 

 

前文 前文  

大学の基本的な理念 全ての市民が誇りに思う・愛着の持てる大学をめ

ざす 
今日の社会状況の変化は著しく、あらゆる分野で従来の組織・枠組みの

改革・転換が迫られている。科学技術立国をめざす我が国の基盤をなす高

等教育の担い手である大学にあっても、時代や社会の状況に的確に対応し、

市民・社会のニーズに応え、自ら問題を提起し、解決策を提示するなど、

その知的資産を広く社会に還元していく形態へと変わらなければならな

い。 
とりわけ「公立大学法人名古屋市立大学」は、名古屋市を設立団体とし、

名古屋市民によって支えられる市民のための大学であり、教育・研究の一

層の推進と活性化を図ることにより、全ての市民が「誇りに思う・愛着の

持てる」大学像を作り上げ、生活、環境、文化、産業等のあらゆる分野に

おいて、魅力ある地域社会づくりに貢献していく使命をもつ。 
すなわち名古屋市立大学は、知の創造と継承をめざして真理を探究し、

これに基づく教育を通じて社会に貢献することのできる有為な人材を育成

するとともに、その成果を広く社会に還元することにより、科学・技術、

芸術・文化、産業・経済の発展及び市民福祉の向上に寄与していく。また、

常に社会に開かれ、市民が集い市民と共に歩む広場（Ａｇｏｒａ）として

機能し、市民の幸せの実現、地域社会の活性化、ひいては我が国及び国際

社会の発展に貢献することをめざす。 
以上の基本的な理念を実現し、公立大学法人名古屋市立大学がその個性

を発揮していくため、特に、次の 2 つの分野に関する教育・研究及び社会

貢献活動に率先して取り組む。 
 1  医学、薬学、看護学という健康と福祉に関する学術分野を揃えた我が

国唯一の公立の大学であることから、この特徴を活かし、医療、創薬を

中心に、次世代育成や高齢者の健康づくりの支援、医療経済、ユニバー

サルデザインの振興など、健康と福祉に関連する多くの学術分野を含め

た全学的な取組みを推進することにより、広く「市民の健康と福祉の向

上に貢献する大学」をめざす。 
 2  21世紀の社会においては、人類共通の課題である「地球環境の保全」

に取り組んでいかなければならない。 
名古屋市立大学は、これまで蓄積してきた様々な知的資源を活かしつ

つ、持続可能な社会の形成に向け、広範な環境問題の解決のため、教育・

研究、社会貢献、大学運営の各活動に取り組み、「環境問題の解決に挑戦

し、貢献する大学」をめざす。 

名古屋市立大学は、知の創造と継承をめざし、真理の探究とこれに基づ

く教育により優れた人材を育成するとともに、広く市民と連携し、地域・

国際社会にその成果を還元することにより、科学・技術、芸術・文化、産

業・経済の発展と市民福祉の向上に寄与するため、とりわけ市民の健康と

福祉の向上への貢献と、環境問題の解決への挑戦と貢献に、率先して取り

組んできた。 
 

今日の人類社会の共通最大の課題は、それ自身がつくりだした社会と自

然の環境の変化を克服し、持続可能な共生社会を実現してゆくことである。

名古屋市立大学は、我が国の産業経済を支える中心都市のひとつである名

古屋市が設立した公立大学法人の設置する高等教育研究機関として、それ

にふさわしい知的創造力を以てこうした課題の解決に全力を挙げて貢献

し、人類の普遍的な文化・社会の発展に尽くすとともに、大学を支える地

域社会の様々な期待に応えうる教育研究を推進し、全ての市民が「誇りに

思う・愛着を持てる」大学として安定した成長発展をめざす。 
 
このような理念の下、第一期中期目標による法人・大学運営の実績と到

達点を踏まえ、次のように第二期中期目標の基本的な方針を定める。 
 
１）名古屋市立大学は、その教育研究機能を通じて持続可能な共生社会の

実現を目指し、その歴史と実績を活かして、健康の維持増進、次世代育

成支援、自然環境の保護保全と社会環境の整備発展に関する教育研究分

野に重点的に取り組む。 
 
２）名古屋市立大学は、名古屋市民によって支えられる大学であることか

ら、市民及び地域への教育研究成果の還元を通じて、名古屋市の行政課題

の解決を始めとした地域社会の発展に寄与する。 
 

名古屋市立大学は、これらの方針を安定して達成する基礎として、教育

力、研究力の強化と、それを支える大学の運営基盤の整備の充実を達成す

る。 

 

●★前文について 

 現行中期目標から継承すべき理念と、総括としての取り組み状況に触れ

るため、冒頭への記載を本市として検討。 

 

●理念について 

 「Ａｇｏｒａ」はリエゾン・センターなど機能として実施しており、「誇

りに思う・愛着の持てる」大学と姿勢は同じであることから第二期では削

除した。 

●基本方針 １）について 

第一期では、「市民の健康と福祉の向上に貢献する大学」と「環境問題の

解決に挑戦し、貢献する大学」を目指すことを基本方針としたが、６学部

７研究科を持つ総合大学であるという市大の特長を活かすためにも、いず

れかの学部に特化した基本方針ではなく、幅広い分野への取り組みが必要

である。一方で、第一期に掲げた基本方針の到達点を明らかにすることも

必要であることから、１）の基本方針では法人全体で取り組める事項を記

載し、「健康の維持増進」「自然環境の保護保全」の中で、第一期に掲げた

２つの基本方針を取り込むこととした。 

●★基本方針 ２）について 

 名市大は市民によって支えられる大学であり、「全ての市民が誇りに思

う・愛着の持てる大学」となる必要がある。しかし、市民アンケートにお

いて、「名市大のことをよく知らない」「名市大が身近な存在でない」とい

う意見が多数見られた。名市大には多額の税金が投入されており、教育研

究成果の市民や地域への還元や本市が抱える課題解決に向けた取り組みの

強化が必要であることを踏まえ、第二期では教育研究成果の還元を通じた

地域社会の発展への寄与について基本方針に盛り込むこととした。 

●★教育研究力の強化と運営基盤の整備 

 法人化後のこれまでの反省に基づき、第二期中期目標期間で解決すべき

課題として記載した。 

元々、法人素案では基本方針として位置付けられていたが、第二期中期

目標（原案）の基本方針１）２）の取り組みを行うにあたり、教育・研究

力の強化と大学の運営基盤の設備の充実の達成が不可欠であることから、

基本方針を安定して達成する基礎として位置付けた。 

資料２－２ 
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第一期中期目標 第二期中期目標（原案） 第二期中期計画（原案） 

● 第一期中期目標からの変更点 

★ 第二期中期目標（法人素案）の

大学調整室修正点 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 
 

Ⅱ－第１ 教育に関する目標 Ⅰ－第１ 教育に関する目標 Ⅰ－第１ 教育に関する目標を達成するための措置  

教育は、大学の最も重要な使命であり、あらゆる機会

を通じて幅広い視野と教養、「共生」の精神、豊かな創

造性を身につけた人材を育成する。また、高度な知識と

技術を身につけ、目的意識と主体性を持って、地域社会

及び国際社会に貢献することができる人材を育成する。 

   

 

 

 

 

 

●教育力の強化 

 授業料を払っている学生に対し、

教育をしっかり行うという法人の問

題意識を踏まえ、教育力の強化につ

いて記載。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●地域に貢献する人材育成 

 市民によって支えられる大学であ

ること、議会や市民からも卒業生の

地域での活躍が期待されていること

から、社会のみならず地域で貢献す

る人材の育成について記載。 

１ 教育の内容等に関する目標 

(1) 入学者受入れの方針 

ア 学部教育 

勉学への強い意欲を持ち、十分な基礎学力を備え、人

間性に優れた、将来、地域や社会で活躍できる適性を持

った多様な人材を選抜する。 

イ 大学院教育 

基本的な専門知識と技術を持ち、高度な専門性と国内

外で活躍する意欲と適性を備えた、多様な能力や経歴を

有する人材を選抜する。 

(2) 教育内容 

ア 学部教育（教養教育） 

教養教育では、社会の一員として自己のあり方を認識

し、社会全体の幸福の実現に向けて貢献できるような人

間形成を図ることを目標とする。そのため、総合大学と

しての特性を活かした全学的・学際的な教養教育体制の

確立を図り、次の項目を重点的に実施する。 

(ｱ) 人類の歴史と文化を継承すべき社会人としての教

養を涵養する。 

(ｲ) 地球規模的な視野、総合的な判断力を養成し、今日

的問題意識を涵養する。 

(ｳ) 自然と共生し、生命あるものを慈しむ豊かな人間性

を涵養する。 

(ｴ) 専門教育に円滑に進むための基礎的学力の修得を

図る。 

(ｵ) 高度情報化社会に対応できる基礎的知識の修得を

図る。 

(ｶ) 基本的コミュニケーション能力の修得を図るとと

１ 教育内容及び教育の成果に関する目標 

教育は、学部・大学院を問わず、大学が社会や学生・大

学院生に対して果たす最優先の責務であり、その強化に全

力を挙げて取り組む。そして、市民や社会の要請とその変

化に対応し、地域の特性を生かした個性豊かで魅力ある人

材の育成をめざす。 
(1)  学士課程 
ア 入学者選抜においては、基礎学力を重視し、意欲的で

人間性に優れ地域や社会で活躍できる適性を持った多様

な人材を確保する。 

１ 教育内容及び教育の成果に関する目標を達成するための措置 

 

 

 

 

 

・優れた志願者を募るための、入学者受入方針（アドミッション・ポリシ

ー）の更なる明確化と社会への周知の徹底 
・入学者選抜方法多様化について、その利点を活かす方向での強化 
・出願状況や入学者の追跡調査等のきめ細かな分析を、入試方法の点検・

改善、入試広報の充実へ反映 
イ 教養教育は大学教育の基礎となる重要な課程であり、

総合大学の特性を活かした全学的学際的な教育体制を構

築することによりこれを体系化し強化する。 

・大学教育の基礎をなす一般教養を涵養する教育の整備充実 
・専門教育に対応できる基礎学力の収得 
・教養教育における語学力教育体制の強化と学生の語学力向上 
・情報処理通信技術を活用した教育プログラムの構築 

ウ 各学部が掲げる教育目的を達成するために、教育内容

のさらなる体系化と充実を図り、地域や社会に貢献する

人材を育成する。 

・各学部の教育課程編成方針（カリキュラム・ポリシー）の明確化と、教

育プログラム策定による専門性・学際性を育む教育の実施 
・GPA による総合評価に基づく進級基準及び卒業判定基準の導入、より

厳格な成績評価の実施 
・学部・学科の枠を越えた共通科目、大学間の単位互換などによる、幅広

い知識を習得できる仕組みの充実 
・学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）の策定・公表 

(2) 大学院課程 
ア 入学者選抜においては、基本的な専門知識と技術を持

ち、高度な専門性と国内外で活躍する意欲と適性を備え

た、多様な能力や経歴を有する人材を確保する。 
 

 

・優れた志願者を募るための、入学者受入方針（アドミッション・ポリシ

ー）の更なる明確化と、国内外への周知の徹底 
・出願状況の分析結果を、入試方法の点検・改善、入試広報の充実へ反映 
・入学定員や入学試験実施体制等の見直しによる適正な定員充足率の維持 
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もに、国際社会における相互の文化について理解を深

める。 

イ 学部教育（専門教育） 

専門教育では、それぞれの分野で活躍し、社会に貢献

しうる人材を育成することを目的として、各学部の特性

に応じ、次の項目を目標として掲げ、実施する。 

(ｱ) 学部専門教育の到達水準を明確にし、それを推進す

るためのカリキュラム編成を行う。 

(ｲ) 課題探究・解決能力を備えた創造性豊かな人材を育

成する教育を推進する。 

(ｳ) 学生の学習意欲に柔軟に対応するため、単位互換・

課外学習・交流協定に基づく海外派遣など多様な履修

体系の推進を図る。 

(ｴ) 英語による専門教育や国家資格等の取得を念頭に

おいた専門教育の体系の整備・充実を図る。 

ウ 大学院教育 

大学院教育では、高度専門職業人の育成に努めるとと

もに、創造力豊かな若手研究者の育成により、高度かつ

先進的な国際水準の研究レベルを有した人材を育成す

る。そのため、各研究科の特性に応じ、次の項目を目標

として掲げ、実施する。 

(ｱ) 基礎的、先端的な教育・研究を行い、大学院教育の

充実を図る。 

(ｲ) 研究科間及び大学間の連携など、学内外と広く連携

することにより、学際的な大学院教育を推進する。 

(ｳ) 研究活動を通じて、次代を担う若手研究者の育成を

図る。 

(ｴ) 高度な専門性を持つ職業人を育成する。 

(ｵ) 社会人のより高度な学習需要への対応を図る。 

(3) 成績評価 

授業科目ごとの学習目標、成績評価基準等を明らかに

し、達成度による公正な成績評価を行い、適切な単位認

定、進級・卒業判定を行う。 

 

 

 

 

イ 大学院生への研究指導を研究活動の活性化の一環とし

て位置づけ、高度な専門性と学際的視点を備えた研究者

及び職業人を育成する。 
 

・各研究科の教育課程編成方針（カリキュラム・ポリシー）の明確化と、

教育プログラム策定による専門性・学際性を育む教育の実施 
・共同大学院など、学内外での大学院の連携協力体制の強化 
・社会人の高度な学習需要への対応 
・学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）の策定・公表 
・必要に応じた専攻・コースの改廃、新設や規模の見直し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ●成績評価 

 第二期では中期計画の中で位置付

けを検討 

２ 教育の実施体制等 

(1) 教育実施体制 

ア 教養教育の充実・強化を図る全学的な推進体制を整

備する。 

イ 体系的カリキュラムを実施するため、学部・研究科

ごとに教育責任体制を確立する。 

ウ 学内及び大学間での教育連携による単位互換を推

進する。 

２ 教育の実施体制等に関する目標 

前項「１ 教育の内容及び教育の成果に関する目標」を

達成するため、教育体制とその支援体制の整備・強化を図

る。 
(1) 学部等の再編を含め、総合大学としての適切な教育体

制を確立するとともに、教育環境の整備を進める。 

２ 教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

 

 

・「教育支援センター（仮称）」の設置と整備による体系的で全学的な教育

支援体制の構築 
・教育体制の点検と、全学的視点に立った適切な教員配置 
・教育関連施設の改善充実 
・自学自習環境の整備と電子図書館機能に重点を置く図書館機能の充実・

 

●学部等の再編 

 理学系新学部の創設・人社の再編

等、第一期中期目標期間中には解決

できない課題の解決に向けて、少子

化の影響や社会・地域のニーズ、経

済状況等を踏まえながら、総合的、

段階的かつ長期的な取組みの実施が

3 
 



※表記について、・評価委員会の指摘により修正した点 ・大学調整室で修正した点 ・第一期中期目標と第二期中期目標（原案）との違い 
 
エ 学外の多様な人材を活用できるように、教育体制の

構築を行う。 

(2) 教育環境 

ア 教育施設について、学生及び教職員にとって利用し

やすい環境整備に努める。 

イ 高度情報化社会に対応できる人材を育成するため、

情報教育の環境を整備する。 

(3) 教育の質の改善のためのシステム 

ア 教育に対する自己点検・評価、外部評価等を有効に

活用し、教育内容や方法等の改善を図る。 

イ 学生による教育評価を実施するとともに、それに基

づく教員の教育内容の改善に関する取組みを体系的

に実施し、教育の質の向上を図る。 

強化 
・自然科学研究教育センターの教員の活用と強化による、地域の社会的ニ

ーズに応じた理学系学部への改組 
・人文社会学部の学科の社会的ニーズに即した再編による、現代課題に対

応した学部教育強化、体制の設立 

必要であることから、これまで中期

計画の業務運営の項目で記載してい

たものを中期目標で記載。 

 

(2) ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ：教育方

法等を改善するための組織的な研究・研修等の取り組

み）及び教務事務スタッフの職能開発を通じて、教員並

びに教務事務スタッフの教育能力及び教育支援能力の

向上を図る。 

・「教育支援センター（仮称）」による FD への体系的取り組みとその効果

的推進 
・新任教職員研修等の体系化された研修プログラムの整備 
・教員の教育活動の評価（自己点検・評価、学生による評価、その他の外

部評価）による教育内容の改善及び教育の質の向上のシステム作りと実

施 

 
●教育実施体制の強化 

法人の問題意識を踏まえ、教員の

みならず教務事務スタッフの能力向

上や教務事務体制の整備・強化につ

いて記載。 

 
(3) 教務事務体制の整備・強化を図るとともに、教育用情

報環境を整備・拡充し、全学の修学支援環境の向上を図

る。 
 

・教務事務体制の量的質的な整備・強化 
・情報処理通信技術を活用した教育環境の整備 
・教育の電子化オンライン化システムの構築と活用 

 

３ 学生への支援 

(1) 学習支援 

学習への意欲を増進させ、学習過程上の障害を解決で

きる体制を整えるとともに、学生へのより良い情報伝達

システムを構築する。 

(2) 就職支援 

学生の就職支援を強化し、学生の需要に的確に応える

ため、支援体制と情報提供の充実を図る。 

(3) 経済的支援 

勉学・研究意欲を持った学生・大学院生で経済的な支

援を必要とする者に対し、できる限り勉学等に専念でき

るよう、体系的な経済的支援に取り組む。 

(4) 生活支援・健康管理 

学生が利用しやすい生活相談体制や健康管理の支援

体制を整備する。 

(5) 留学生、社会人学生、障害者等に対する支援 

ア 留学生が異なる生活環境や文化に対応できるよう、

留学生に対する支援を充実させる。 

イ 社会人学生に対する支援の強化を図る。 

ウ 障害者等に対する教育環境の改善を図る 

 

３ 学生への支援に関する目標 

(1) 多様な学生のニーズに応じた学習支援、キャリア形成

支援、経済的支援、生活支援及び心身の健康管理の支援

を充実させる。 

３ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

・学生の自立的学習を促進するための環境及び学習支援体制の整備・充実 
・学生・院生へのキャリア形成支援・就職支援の充実 
・多様な学生のニーズに応じた経済的支援・生活支援・健康管理支援の体

制の整備 
・障害学生に対する学習支援への総合的取組み 

 

 

 

 

 

 

●学生の自主的な社会貢献活動 

 本市の施策を踏まえ、学生がまち

づくり活動等の社会貢献活動に積極

的な立場で参加できるよう、法人と

して奨励・支援することが求められ

ていることから記載。 

(2) 幅広い見識と豊かな人間性を涵養するため、学内外に

おける学生の自主的な社会貢献活動を奨励・支援する。 

・学生の自主的な社会貢献活動の奨励・支援 
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※表記について、・評価委員会の指摘により修正した点 ・大学調整室で修正した点 ・第一期中期目標と第二期中期目標（原案）との違い 
 

Ⅱ－第２ 研究に関する目標 Ⅰ－第２ 研究に関する目標 Ⅰ－第２ 研究に関する目標を達成するための措置  

学術研究は、知の創造により将来を切り開く活動であ

り、基礎、応用、臨床等の各研究の分野において、国内

外に通用する先端的な研究活動を推進する。また、研究

分野における選択と集中を図り、時代や社会の要請に対

応した研究活動を推進する。 

   

１ 研究水準及び研究の成果等 

(1) 基礎的、応用的、開発的研究の各分野において、世

界の水準で競争できる研究活動を推進する。 

(2) 学部・研究科を越えた横断的・学際的な共同研究を

積極的に進めるとともに、国際的共同研究プロジェク

トへの参加を推進する。 

(3) 研究費の重点配分等を行うことによって、市民の健

康と福祉の向上や環境問題の解決に資する研究等を

積極的に支援し、その成果を教育、社会福祉、環境保

全、産業振興、地域振興、共生社会の実現等に還元す

る。 

 

１ 研究水準及び研究の成果等に関する目標 

基礎的、応用的、開発的研究の各分野において、社会の

ニーズに応える研究を進め、世界の水準で競争できる研究

活動を推進するとともに、大学の特性を活かして、健康の

維持増進、次世代育成支援、自然環境の保護保全、社会環

境の整備発展等に関する研究に重点的に取り組む。 
 

１ 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

・各学部・研究科の特性を活かした研究の推進 
・学内外・国内外との横断的・学際的な協力体制の構築による共同研究の

積極的推進 
・大学の特性を活かしたプロジェクト研究等の推進による具体的成果の産

出 

・得られた研究成果を地域・社会へ還元するための具体的で積極的な活動

の実施 
 

 

 

●重点的に取り組む研究 

 基本方針に６学部７研究科の特色

を基礎とした取り組みを記載したこ

とから、重点的に取り組む研究も、

第一期の「健康・環境」から「健康

の維持増進・次世代育成支援・自然

環境の保護保全・社会環境の整備発

展」へと変更。 

 

２ 研究の実施体制等 

(1) 研究成果の評価 

研究成果の評価システムを構築し、研究費・処遇等に

反映させる。 

(2) 研究資金の獲得・配分 

ア 研究資金の一律配分を廃し、基礎的研究費の保証と

重点的配分、とりわけ研究成果の評価を反映させた配

分へと転換を図る。 

イ 公的研究資金や民間研究資金を積極的に獲得する

ための組織的な支援体制の構築を図る。とりわけ研究

教育拠点形成型の大型研究資金の獲得に全学的に取

り組む。 

(3) 研究体制の整備 

ア 社会のニーズに対応するため、既存の研究領域の枠

を越えた横断的・学際的な研究分野の開拓や企業等と

の共同研究を推進することができる柔軟な研究体制

を構築する。 

２ 研究の実施体制等に関する目標 

(1) 研究活動の支援体制を整備し、研究基盤を強化すると

ともに、外部資金獲得に全学的に取り組む。特に社会の

ニーズが高い研究課題に対して、全学的支援体制を構築

して取り組む。 
 
 

２ 研究の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

・全学的に大型外部資金獲得をめざすための体制の強化 
・科学研究費補助金等への申請支援体制の強化 
・大学の特性を活かすプロジェクト研究等への積極的支援 
・研究活動の情報アクセスの整備改善 
・研究コンプライアンス制度の運用改善 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●若手・女性教員や院生の研究支援

体制 

 現状の取り組みが不十分であると

いう法人の認識のもと、次世代を担

う教員や大学院生を研究を担う重要

な資源と位置付け、研究支援体制の

強化について記載を追加。 

 

(2) 次世代を担う若手教員・女性教員・大学院生の研究支

援体制を確立する。 
 
 
 
 

・次世代を担う研究者育成のための研究環境の整備及び研究資金の支援 
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※表記について、・評価委員会の指摘により修正した点 ・大学調整室で修正した点 ・第一期中期目標と第二期中期目標（原案）との違い 
 
イ 学内の「研究所」機能を強化するとともに、高度研

究用機器の共同利用を推進し、効率的な利用体制を確

立する。 

ウ 各種指針、ガイドライン等に基づいて研究が行われ

る体制を充実する。 

(4) 知的財産の創出 

名古屋市立大学の特性を踏まえた知的財産の創出・管

理・活用システムの強化を図る。 

(3) 研究活動の業績評価を反映させた、研究資金の効率的

効果的配分を実施する。 
・研究業績の結果に基づく研究資金の配分 ●高度研究用機器の共同利用 

 第一期中期目標期間で達成できた

ことから、第二期では削除予定。 

●指針、ガイドライン等に基づく研

究体制 

 （1）「研究活動の支援体制を整備

し、研究基盤を強化」の一環として

中期計画の中で実施を検討。 

●知的財産の創出・管理・活用シス

テムの強化 

 システムの強化は第一期で達成。

システムの運用と知的財産の社会へ

の還元については、社会貢献等に関

する目標の２の（2）で実施予定。 

 

Ⅱ－第３ 社会貢献等に関する目標 Ⅰ－第３ 社会貢献等に関する目標 Ⅰ－第３ 社会貢献等に関する目標を達成するための措置  

名古屋市立大学の有する資源を活用し、「地域連携」

や「産学官連携」を通じて、市民、地域社会、企業等と

協働し、名古屋都市圏の抱える課題や21世紀の社会が抱

える課題の解決に向けて取り組んでいく。とりわけ「市

民の健康と福祉の向上に貢献する大学」、「環境問題の解

決に挑戦し、貢献する大学」として、社会貢献に積極的

に取り組む。 

   

１ 市民・地域社会との連携 

(1) 市民・地域社会と大学との連携を進めるため、若者

から高齢者まで地域社会の幅広い人々が大学に集い、

交流し、活動する広場（Ａｇｏｒａ）として大学の

施設を提供する。また、一般市民から専門職業人まで

多様な生涯学習の要望に応えていくため、高等教育機

関としての特性を活かし、生涯学習の幅広い展開を図

る。とりわけ、今後、高齢期を迎える団塊の世代を始

めとして、勉学や就労について意欲の高い高齢者の社

会参画や人材活用の視点を踏まえた社会貢献活動を

推進する。 

(2) 次世代育成、高齢者の健康づくり、発達障害、ユニ

バーサルデザイン、環境問題など市民や地域の課題等

について、地域社会、行政、ＮＰＯ等と連携した研究

プロジェクトを推進する。 

１ 市民・地域社会への貢献に関する目標 

市民に対する多様な生涯学習の機会の提供や、大学の財

産を市民及び地域へ還元し、豊かな地域社会づくりに寄与

する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市民・地域社会への貢献に関する目標を達成するための措置 

・公開講座等の充実による幅広い世代に対する生涯学習機会の提供 
・学校施設等の利用及び開放の推進による地域・市民の知的文化活動への

貢献 

 

 

 

 

 

 

 

●高齢者に特化した取り組み 

 第一期中期目標期間で取り組み

が進められたことから、第二期では

「とりわけ高齢者」という扱いはし

ない。 

２ 産学官連携 

(1) 市民に支えられる大学として、名古屋市を始めとし

た名古屋都市圏の自治体、行政機関等の政策の形成や

２ 産学官連携に関する目標 

(1) 行政との協働的な関係を築き、地域課題への提言など

を通じて行政諸課題の解決や、名古屋市を中心とした名

２ 産学官連携に関する目標を達成するための措置 
・行政施策やまちづくりへの研究成果の還元 
・地域課題に対する調査・提言等 

●行政との協働的な関係 

 本市が抱える課題の解決により

一層取り組む必要があることから、
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※表記について、・評価委員会の指摘により修正した点 ・大学調整室で修正した点 ・第一期中期目標と第二期中期目標（原案）との違い 
 

発展に積極的に関わる。とりわけ、健康と福祉の向上

や環境問題の解決等に向け、行政等との連携を進め

る。 

(2) 初等中等教育を一層魅力あるものにするため、教育

委員会等との協力関係を強化する。 

(3) 産学連携を推進し、大学の持つ知的資産の企業等で

の活用を図り、科学技術の進展等に貢献する。 

古屋都市圏の発展に寄与する。 ・学生の活力をまちづくりの推進に繋げるための学生の社会参加意識の醸

成 
協働的な課題について記載を追加。

●地域課題への提言 

 市民によって支えられる大学で

あることや市民アンケートの結果

を踏まえ記載を追加。 

●教育委員会との連携 

第二期中期目標の項目としては

掲げないが、行政との連携の一環と

して今後も取り組みを継続。 

(2) 産学官連携を推進し、大学の知的資産の活用を図り、

科学技術の進展等に貢献する。 
 

 

 

・産学官連携活動の推進、各種イベントへの積極的参加による技術シーズ

の発信 

Ⅱ－第４ 国際交流に関する目標 Ⅰ－第４ 大学の国際化に関する目標 Ⅰ－第４ 大学の国際化に関する目標を達成するための措置  

国際感覚豊かな人材を育成するため、学生交流を推進

するとともに、国際的な共同研究、支援活動を推進し、

地域の国際化への寄与や国際社会への貢献を果たして

いく。 

社会の国際化に対応し、大学の教育研究機能の国際化を

積極的に推進する。 
１ 海外の大学との大学間交流の充実を図るとともに、学

生・教職員による国際交流に対する支援体制を整備し、

国際化をより一層推進する。 
 

 
 
・国際化推進拠点としての「国際交流センター（仮称）」の設置、組織の

充実 
・大学間交流協定による交流の充実 
・学生・教職員の交流推進 

 

２ 国際感覚豊かな人材を育成するとともに、国際的な共

同研究、支援活動を推進し、地域の国際化への寄与や国

際社会への貢献を果たす。 
 

・海外公的機関などへの学生派遣、教員の国際的活動に対する支援 
・地域における国際交流活動などへの支援 

Ⅱ－第５ 附属病院に関する目標 Ⅰ－第５ 附属病院に関する目標 Ⅰ－第５ 附属病院に関する目標を達成するための措置  

附属病院は、医学部、薬学部及び看護学部を有する名

古屋市立大学の特性を活かし、地域の医療機関との連携

のもとに、市民に最高水準の医療を提供していく。 

１ 名古屋都市圏の基幹病院として、名古屋市が設置す

る保健・医療機関との連携体制をつくりあげ、市民医

療ネットワークを構築し、名古屋市の保健・医療・福

祉政策の要となる。 

２ 情報の共有と公開により医療の安全性を高め、市民

が安全で、安心して受けられる医療を提供する。 

３ 医師等の養成を担う中核医療機関として、優れた見

識と技能を持つ人材を育成する。 

４ 医学部、薬学部及び看護学部等と連携した教育・研

究を推進し、高度先進医療を始めとした先端の医療技

術を開発し、提供する。 

５ 教育研究機関としての機能を追求しつつ、財務・人

事管理の両面において経営感覚を発揮して、健全な経

営基盤を確立する。 

 

大学病院として、次の目標を実践することにより、医療

を通じて貢献する。 
１ 高度かつ先進的で、安全安心な開かれた医療を提供す

る。 
 

 
 
・診療体制の充実 
・チーム医療の推進 
・先進医療・高度医療の推進 
・医療機器の更新 
・病院設備の更新 
・次期病院情報システムの導入 
・医療安全・感染対策の推進 
・救急医療、周産期・小児医療、低侵襲手術を始めとする急性期病院とし

ての機能の強化 
・診療実績の開示の推進 
・情報発信の強化 

●社会貢献としての地域医療支援 

 市民にとっても附属病院はなじ

みが深く、高度医療を通じた地域・

社会貢献が必要であることから記

載を追加。 

 
 

 

 

 

●医薬看護学部が連携した教育・研

究の推進 

 学部・研究科間の連携による教

育・研究の推進は第一期に引き続き

第二期中期計画でも取り組むこと

から、第二期の附属病院の目標の中

に改めて記載するという扱いはし

ない。 

２ 名古屋市が設置する医療機関を始め、地域の医療機関

等と相互協力関係を強化し、社会貢献としての地域医療

への支援など、地域住民の要請に応えられる医療を提供

する。 

・市立の病院との医療面での相互協力関係の強化 
・地域医療連携の推進や在宅医療機関との連携 

３ 高い倫理観と優れた技術・見識をする医療人を育成す

る。 
・後期研修医教育の強化 
・専門資格、専門知識を持った職員の育成 
・シミュレーションセンターの充実 
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※表記について、・評価委員会の指摘により修正した点 ・大学調整室で修正した点 ・第一期中期目標と第二期中期目標（原案）との違い 
 

４ 病院の経営と運営の改善を継続することにより、健全

で安定的な運営体制を確保する。 
・経営マネジメントの推進 
・患者アメニティ等、病院施設の改善 
・病院長の権限強化を図ることによる自主的運営体制の確立 

 

Ⅱ－第６ 情報システムの改善に関する目標    

情報システムの改善及び管理体制の一元化を進め、教

育・研究支援体制の強化、学生サービスの向上、広報の

充実、大学運営の効率化を図る。 項目を削除 項目を削除 

第一期中期目標期間中に目標・計画

ともに達成できる見込みが高いこ

とから、今後必要な事項について

は、業務運営の改善等の項目の中で

適宜必要な取組みを推進する。 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき

措置 

 

法人化に当たり、必要なことは、大学運営に係るマネ

ジメントシステムの抜本的改革である。教職員の意識改

革を進めるとともに、運営体制について着実な改革を推

進する。 

第１ 運営体制の改善に関する目標 

理事長のリーダーシップが発揮できるよう、企画立案

機能、補佐体制等を強化した運営体制を確立する。 

第２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

教育・研究の進展や医療の進歩等による、社会的要請

に対応した教育・研究体制や診療体制の見直し、改善を

行う。 

第３ 人事の適正化に関する目標 

１ 中長期的な人事計画を策定し、法人業務を効率的に

遂行するために必要な職員体制、人員（人件費）管理

を確立する。 

２ 公正で弾力的な採用方法により、大学にとって有用

な人材を確保するとともに、高度な専門性を有する職

員の育成を図る。 

３ 教職員が多様な活動により大学や社会に貢献し、そ

の貢献が公正に評価される人事評価システム、服務制

度を確立し、教職員のモラールアップや地域社会等へ

の貢献をめざす。 

４ 男女共同参画推進の趣旨を踏まえ、女性教員の増加

を図る。 

第４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

事務組織・職員配置の再編、見直し、外部委託の活用

等により、事務処理の効率化・合理化を推進する。 

 

 

Ⅱ－第１ 組織運営の改善に関する目標 

１ 企画立案機能を強化し、理事長のリーダーシップのも

と、社会のニーズに迅速、的確かつ弾力的に対応できる

運営体制を確立する。 

Ⅱ－第１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

・全学的な企画立案を担当する組織の充実 
・経営審議会、教育研究審議会、教授会の機能分担のもとでの役員会等に

よる機動的な合意形成・意思決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●固有職員の確保・育成 

 派遣職員が大幅に減少し、固有職

員の存在感が増す中、固有職員が法

人の担い手としてさらに活躍する

ことが必要なため、記載を追加。 

２ 中期的な人事計画を策定し、法人業務を効率的かつ安

定的に遂行するために教育研究支援体制を始めとする必

要な職員体制を確立するとともに、適正な定員（人件費）

管理を実施する。 

・新たな分野や重要課題への対応のための人員確保と、社会状況の変化等

に合わせた弾力的かつ効率的な人員配置、並びに適正な人件費管理 
・派遣職員から固有職員への切替えを図り、固有職員を中心とした職員体

制を確立 

３ 多様な雇用形態の活用等を通じ、大学にとって有用な

人材を確保するとともに、人材育成制度を充実する。と

りわけ、法人の自律的な運営の核となる固有職員の確保

と育成を図る。 
 

・多様な雇用形態の活用や働き方のニーズへの的確な対応等による有用な

人材の確保 
・研修制度の充実や昇任制度の拡大実施による固有職員の育成等 

４ 教職員の大学や社会への貢献を評価する人事評価シス

テムを的確に実施し、処遇等への反映に活用することで、

教職員のモラールアップや組織の活性化、地域社会等へ

の貢献をめざす。 
 

・教員の業績評価制度の着実な実施 
・職員に対する新たな評価制度の検討 

Ⅱ－第２ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

事務処理の定期的な点検、情報化等により、効率化・合

理化を図る。 

Ⅱ－第２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

・職員の意識改革と、定期的な業務点検による業務の効率化、システム化

の推進 
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※表記について、・評価委員会の指摘により修正した点 ・大学調整室で修正した点 ・第一期中期目標と第二期中期目標（原案）との違い 
 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置  

第１ 財務にかかわる基本的考え方に関する目標 

１ 企業会計原則に基づき財務内容に透明性を持たせ、

効率的な経営を行うことにより、法人の経営基盤の強

化を図る。 

２ 法人の財務管理について、大学と附属病院の経営改

善の成果が明確になり、それぞれの経営改善に反映で

きる仕組みを構築する。 

 

Ⅲ－第１ 財務にかかわる基本的考え方に関する目標 

 

適切な財務分析に基づく安定した財務運営の指標と指針

を確立し、健全な法人運営を行うための経営基盤の強化を

図る。 
 

 

Ⅲ－第１ 財務にかかわる基本的考え方に関する目標を達成するための

措置 

・財務指標等を活用した財務分析に基づく大学と病院それぞれの特性を踏

まえた適切な経営改善策の実施 

 

第２ 外部研究資金その他の自主財源の確保に関する

目標 

１ 科学研究費補助金、競争的研究資金、企業からの研

究資金等の外部研究資金の獲得を支援する体制を整

備し、管理の集中化を図り、資金の流れの透明性を高

めるとともに、受け入れた経費の有効な活用を図る。 

２ 自主的・自律的な大学運営を行うため、自主財源の

安定的な確保に努める。 

第３ 経費の抑制に関する目標 

大学の業務全般について、業務の見直しを推進し、効

率的・合理的な運営に努め、経費の抑制を図る。 

 

Ⅲ－第２ 自己財源の確保及び経費の抑制に関する目標 

 

法人運営に必要な自己収入の増加に努めるとともに、業

務の見直しを推進し経費の抑制を図る。 

Ⅲ－第２ 自己財源の確保及び経費の抑制に関する目標を達成するため

の措置 

・授業料等学生納付金についての適正な学生負担額の検討 
・病院収入確保の努力と多様な収入の獲得の推進による自己財源の拡充 
・業務の見直しやエネルギー使用量の削減努力による予算の効率的活用 

第４ 資産の運用管理の改善に関する目標 

全学的な視点に立った適正な運用管理システムを構

築し、大学の保有する土地、施設、設備、知的財産等の

資産の効率的・効果的な運用を図る。 

 

Ⅲ－第３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

法人運営の基盤となる土地・施設・設備等の資産の適正

な運用管理のもと、有効活用を進める。 

Ⅲ－第３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

・保有資産の正確な現状把握と学内の共同利用促進、並びに有償貸付拡大

などによる資産の効率的運用 

 

Ⅴ 自己点検・評価、情報の提供等に関する目標 Ⅳ 自己点検・評価、情報の提供等に関する目標 Ⅳ 自己点検・評価、情報の提供等に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 

 

第１ 評価の充実に関する目標 Ⅳ－第１ 評価の充実に関する目標 

自己点検・評価を充実するとともに、評価結果を公表し、

大学運営の改善を進める。 

Ⅳ－第１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

・部局単位の自己点検・評価の計画的実施、並びに認証評価受審に向けた

準備と法人全体の自己点検・評価の実施 
・自己点検・評価の結果の学内外への公表、並びに大学運営の改善への活

用 

 

自己点検・評価の結果等を公表し、大学運営の改善に

結びつけるシステム及び体制の確立を図る。 

第２ 広報・情報公開等の推進に関する目標 Ⅳ－第２ 広報・情報公開等の推進に関する目標 

市民や社会に対する説明責任を果たすとともに、戦略的

広報の充実を進め、大学の魅力を社会へ強く発信していく。

Ⅳ－第２ 広報・情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

・大学間競争に競り勝つための広報組織の体制強化 
・ウェブサイト及び大学広報誌の充実化とパブリシティの推進 
・研究成果の公開推進 

市民や社会に対する説明責任を果たすとともに、研究

成果や知的財産等、大学の持つ資源を広く情報提供する

ため、広報体制を強化する。 
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※表記について、・評価委員会の指摘により修正した点 ・大学調整室で修正した点 ・第一期中期目標と第二期中期目標（原案）との違い 
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Ⅵ その他の業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他の業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他の業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置  

第１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 Ⅴ－第１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

良好なキャンパス環境を確保するため、施設・設備の整

備・改修を計画的に進める。 

Ⅴ－第１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

・建物の長寿命化と機能向上を含めたリニューアルを図るための再生整備

マスタープランの作成 
・耐震性能の劣る評価Ⅱ－1 の建物の耐震改修の実施 
・更新計画に基づく老朽化した主要設備の更新 
・（教育に係る施設設備の整備については、「Ⅰ－第１ 教育に関する目標」

に記載） 
・（附属病院に係る施設設備の整備については、「Ⅰ－第５ 附属病院に関

する目標」に記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●研究機関としての安全管理体制の

充実について 

 法人の意向を踏まえ、大学の研究

面における安全管理体制を総括・支

援するための組織の位置付けについ

て記載を追加。 

●人権について 

 評価委員会でもハラスメント対策

や人権についてさらなる取り組みを

求める意見があったことから、記載

を追加。 

●★男女共同参画について 

 本市の施策を踏まえ、教員のみな

らず職員についても女性比率の向上

を図ったり、法人の政策立案により

女性が参画できるような枠組みが必

要と思われることから記載を追加。

●法令遵守 

 第一期中期目標期間中に、学位審

査に関する不正等があったことを踏

まえ、記載を追加。 

 

中長期的な視点に立って、計画的な施設の整備・改修

を進め、附属病院を含め良好なキャンパス環境を形成す

る。 

第２ 環境配慮、安全管理等に関する目標 Ⅴ－第２ 環境配慮、安全管理等に関する目標 

１ 名古屋市立大学環境憲章の基本理念に沿って、環境負

荷の低減と環境保全に努め、教育研究活動を通じて次世

代を育成し、社会に貢献する。 

Ⅴ－第２ 環境配慮、安全管理等に関する目標を達成するための措置 

・構成員に対する啓発活動の実施 
・地球温暖化対策としての CO2 削減、エネルギー消費削減 
・環境教育と人材育成の実施 
・環境対策につながる研究の推進 
・環境政策推進体制の整備 

１ 教職員・学生に対し、地球環境問題に関する意識の

啓発を図るとともに、環境に配慮した大学運営を行

い、その取組みや成果を公表する。 

２ 施設管理、学生の安全確保など全学的な安全管理体

制を整備するとともに、防災対策などの危機管理体制

を強化・確立する。 

３ 男女共同参画推進の趣旨を踏まえ、労働・研究環境

等の整備を行う。 

２ 施設管理、学生の安全確保のほか、研究機関としての

全学的な安全管理体制を充実するとともに、防災対策な

どの危機管理体制を強化する。 

・研究面における安全管理全体を総括する組織の設置 
・大規模災害に備えた危機管理等の各種マニュアルの再点検・整備、並び

に講習、訓練等の実施 

３ 学生・教職員その他大学内で働き学ぶあらゆる構成員

に対するすべてのハラスメントを防止し、その基本的人

権を守るための制度の整備・運用につとめ、学内からあ

らゆる人権侵害を追放する。 

・ハラスメント等の人権侵害の防止に関して教職員の理解を深めるための

研修等の実施と、相談窓口等の充実 

４ 男女共同参画推進の趣旨を踏まえ、教育、研究及び就

業環境の整備を進めるとともに、女性教職員の増加や意

思決定・政策立案過程への参画を促進する。 

・勤務環境の改善等による女性教員比率の向上 
・意思決定過程へ参画できるポストへの女性教職員の積極的登用 
・研究と子育ての両立ができる研究環境の整備 

Ⅴ－第３ コンプライアンスの推進に関する目標 

倫理規範の遵守と業務の適正な執行を徹底し、社会的信

頼を維持する。 

Ⅴ－第３ コンプライアンスの推進に関する目標を達成するための措置 

・倫理関係規程に関する理解の深化と大学職員としての職業倫理の浸透を

図るための継続的な意識啓発 
・適正な業務執行の徹底と内部統制機能の強化を図るための計画的な内部

監査の実施、並びに監査結果のフォローアップ 

 
 
 



 

第二期中期目標（案）の作成に向けて、本市として引き続き検討を要する事項（案） 

●第二期中期目標（案）への追加記載 

・「社会環境の整備発展」について 

 前文の基本方針 １）において、経済学部・人文社会学部・芸術工学部の取り組みを象徴する言葉として「社会環境の整備発展」を使用しているが、一般市民から見てイメージが湧きにくい言葉だと思われる。

市民にとってわかりやすい表現にすることが必要。 

・「選択と集中」の視点の導入について 

 研究分野、理学系新学部の創設・人文社会学部の再編等の課題の解決に向けては、少子化の影響や社会・地域のニーズ、昨今の経済状況等を踏まえながら、「選択と集中」の視点で取り組むことが本市としては

必要と考える。 

・地域に貢献する医療人の育成について 

 市立病院等、名古屋市の設置する医療機関との協力関係が不可欠であること、市議会からも卒業生の地域定着の要望があることを踏まえ、第二期中期目標ないしは中期計画への追加記載の検討が必要。 

・寄附金の増収について 

 本市の施策から鑑みると、寄附金の増収及び、寄附金の学生支援策や教育研究支援策への充当を、法人として奨励・支援することが求められていることから、中期目標ないしは中期計画での記載の検討が必要。 
 
 
●第一期中期目標・計画に引き続き、第二期中期目標・計画で「記載が必要」 

・人材育成について 

 幅広い視野と教養、「共生」の精神、豊かな創造性を身に付けた人材や、高度な知識と技術を身につけ、目的意識と主体性を持って、地域社会及び国際社会に貢献することができる人材育成の視点。 

 教養教育における「社会の一員として自己のあり方を認識し、社会全体の幸福の実現に向けて貢献できるような人間形成を図ることを目標とする」視点。 

 専門教育における「課題探求・解決能力を備えた創造性豊かな人材を育成する」視点。 

・基礎的研究費の保証と重点的配分について 

 基礎的研究費の保証については議会からも要望があることから、第二期でも引き続き記載が必要。 

 
 
●第一期中期目標・計画に引き続き、第二期中期目標・計画への「記載の検討が必要」 

・国際社会における相互の文化理解について 

 第一期中期目標では、「教育に関する目標」に記載があったが、第二期においても、例えば「大学の国際化に関する目標」での取り組みの検討が必要。 

・英語による専門教育について 

 教養教育に引き続き、専門教育でも英語教育の取り組みを検討することが必要。 

・国家試験合格率について 

 第一期中期計画の「国家試験合格率 100％」は達成困難な指標であり、第二期中期計画で妥当な数値目標の検討が必要。 

・学生への支援策について 

 第一期中期目標では「学習過程上の障害を解決できる体制を整えるとともに、学生へのより良い情報伝達システムを構築」とあり、今後大学間競争がより激しくなる中、第二期でも学生に対する支援策の更なる

充実の検討が必要。 

・名古屋市の「保健・福祉」政策や「保健」機関との関連について 

 第二期中期目標・計画では、「医療機関」との相互協力についてのみ記載があるが、第一期に記載した「保健・福祉」の取り扱いについて今後の検討が必要。 
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